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序     文 

 

日本国政府は、スリランカ社会民主主義共和国政府の要請に基づき、同国の総合的な防災能力の向

上にかかる技術協力プロジェクトを実施することを決定し、独立行政法人国際協力機構が本プロジェ

クトを実施することになりました。 

当機構はプロジェクトの開始に先立ち、本件調査を円滑かつ効果的に進めるため、平成 21 年 7 月

19 日から同年 7 月 26 日までの 8 日間にわたり、当機構熊谷英範地球環境部水資源・防災グループ防

災第一課長を団長とする詳細計画策定調査団を現地に派遣しました。 

調査団は本件の背景を確認するとともに、スリランカ社会民主主義共和国政府の意向を聴取し、か

つ現地踏査の結果を踏まえ、本プロジェクトに関する協議議事録に署名しました。 

本報告書は、今回の調査を取り纏めるとともに、引き続き実施を予定しているプロジェクトに資す

るためのものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 

平成 21 年 9 月 

 

独立行政法人 国際協力機構 
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部長 中川 聞夫 
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第1章 調査概要 

1-1 調査の背景、目的 
2004 年 12 月のスマトラ沖地震・津波災害後、スリランカ国（以下「ス」国）政府は国家防災委員

会、災害管理人権省、防災センターを新たに設立し、災害対策に取り組んでいる。2005 年～2006 年

に実施された JICA のプログラム形成調査において、これら新設された機関には、技術的なノウハウ

が不足していることが確認されたことを踏まえ、「ス」国は我が国に防災能力強化に係る協力を要請

し、JICA は開発調査「防災機能強化計画調査」を 2006 年 10 月から 2009 年 3 月まで実施した。同開

発調査では 4 つのコンポーネントである①「ス」国南西部 4 河川の洪水対策マスタープランの策定、

②予警報システムの計画策定、③コミュニティ防災、④関連省庁のキャパシティ強化（情報伝達に必

要な機器の操作、災害時の対応・運営に関する技術移転）についての支援を行ってきた。また、開発

調査と並行して実施した無償資金協力「気象情報・防災ネットワーク改善計画」では、リアルタイム

観測のために既存の気象観測機の更新を行った。 

上記開発調査実施の結果、予警報システムの運用能力や災害時の対応能力等において基礎的な能力

の向上は達成され、また、無償資金協力によって気象局の自動気象観測システムが構築されたことで、

今後災害予測能力が向上することが期待されている。 

しかし、これまでの支援の成果を活かして、今後は、気象局や灌漑局といったリアルタイムの気象

関連データを観測・分析・予測する機関の能力の向上及び正確かつ迅速な伝達能力の向上が引き続き

必要であること、また、昨今の気候変動の影響で今後このような災害の増加、激甚化が想定されるこ

とから、「ス」国政府は、今後の気候変動にも対応するために、我が国に対して、気象予報及び予報

に基づいた災害警報発出、災害脆弱地域への情報伝達、災害対応、コミュニティ防災等に対するさら

なる能力向上について技術協力を要請した。 

本詳細計画策定調査は、「ス」国政府からの協力要請の背景、内容を確認し、本プロジェクトの実

施内容の計画策定に必要な情報・資料を収集・分析し、先方実施機関とプロジェクト実施を確認する

M/M の協議・署名を行うことを目的として実施した。 

1-2 調査団員構成 
No. 名前 担当 所属 

1 熊谷 英範 総括 
JICA 地球環境部水資源・防災グループ 
防災第一課 課長 

2 石渡 幹夫 防災技術 JICA 国際協力専門員 

3 井本 佐智子 協力計画 JICA南アジア部 南アジア第四課職員 

4 小林 千晃 協力企画 
JICA 地球環境部水資源・防災グループ 

防災第一課 職員 

5 西川 智 防災政策 
国土交通省 土地・水資源局 水資源部 水資源政策課

課長 
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No. 名前 担当 所属 

6 今村 能之 河川計画 
国土交通省 国土技術政策総合研究所 

企画部 企画研究官 

7 内倉 嘉彦 防災計画 
株式会社オリエンタルコンサルタンツ GC 事業本部 

環境・地域開発部 水資源・流域管理グループ 

8 御園 功 機材積算 

株式会社オリエンタルコンサルタンツ GC 事業本部 

環境・地域開発部 水資源・流域管理グループ 

プロジェクト部長 

9 三谷 絹子 評価分析 
アイ・シー・ネット株式会社第一事業部 

コンサルタント 

 

1-3 調査日程 
団長 防災技術 協力計画 協力企画 防災計画 防災政策 河川計画 評価分析 機材/積算

熊谷英範 石渡幹夫 井本佐智子 小林千晃 内倉嘉彦 西川智 今村能之 三谷絹子 御園功

AＭ

ＰＭ

AＭ

ＰＭ

AＭ
ＰＭ

AＭ

ＰＭ

AＭ 資料整理
灌漑局との
M/M協議

資料整理

ＰＭ

M/M署名、
JICA事務
所、大使館

報告
AＭ

ＰＭ

7月26日 日 AＭ

機材調査

M/M署名、JICA事務所報
告

コロンボ13：05→19：40シンガポール22：
40→成田06：35

コロンボ13：
05→19：40シ
ンガポール
22：40→成
田06：35

防災センター（DMC）との打ち合わせ

防災センター（DMC）との
打ち合わせ

気象局(DOM)。建築研究
所(NBRO)との打ち合わせ

PCMワークショップ

防災センター（DMC）、気象局(DOM)。建築研究所
(NBRO)との打ち合わせ

防災センター（DMC）との打ち合わせ

気象局(DOM)。建築研究所(NBRO)との打ち合わせ

防災センター（DMC）、気
象局(DOM)。建築研究所
(NBRO)との打ち合わせ

ルナワ湖視
察、関係者
との打ち合

わせ

M/M署名、JICA事務所報告

コロンボ13：
05→19：40シ
ンガポール
22：40→成
田06：35

コロンボ13：05→19：40シンガポール22：
40→成田06：35

PCMワークショップ

コロンボ13：
05→19：40
シンガポー
ル22：40→
成田06：35

木

7月20日

7月21日

7月25日

M/M協議

土

月

火

水

金

7月22日

7月23日

7月24日

灌漑局とのM/M協議

防災センター（DMC）、気
象局(DOM)。建築研究所
(NBRO)との打ち合わせ

M/M協議

灌漑局とのM/M協議

防災センター（DMC）、気
象局(DOM)。建築研究所
(NBRO)との打ち合わせ

防災センター（DMC）との
打ち合わせ

 

 

1-4 主要面談者 
災害管理人権省(Ministry of Disaster Management and Human Rights) 

氏名 役職 

Prof. Rajiva Wijesinha Secretary 

防災センター(Disaster Management Centre) 

氏名 役職 

Major General Gamini Hettiarachchi Director General 

Mrs. Lalani Imbulana Director of Preparedness Planning 

Mr. U.W.L.Chandradasa Director of Technology and Mitigation 

Mr. S.M.K.B.Nandarathna Director of Training & Public Awareness 
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気象局(Department of Meteorology) 

氏名 役職 

Mr. G.B.Samarasinghe Director General 

建築研究所(National Building Research Organization) 

氏名 役職 

Mr. W. B. J. Fernando Director General 

灌漑・水管理省(Ministry of Irrigation and Water Management) 

氏名 役職 

Mr. Ivan de Silva Secretary 

灌漑局(Department of Irrigation) 

氏名 役職 

Mr. H.P.S.Somasiri Director General 

Mr. P.C.Senaratne Director of Training & Special Services 

財務計画省(Ministry of Finance and Planning) 

氏名 役職 

Ms. D. Chrishanthi W.Hapugoda Director, Department of External Resources 

在スリランカ日本国大使館 

氏名 役職 

嶋崎郁 公使 

林活歩 二等書記官 

JICA スリランカ事務所 

氏名 役職 

志村哲 所長 

西野恭子 次長 

橋本玄 所員 

Ms. Kishani Tannakoon 所員 
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第2章 所感 

2-1 団長所感 
短期間の調査ではあったが、先方からの意見聴取、PCM ワークショップを行い、導かれた結果に

基づいて、M/M 協議を行った。 

PCM ワークショップでは 1 日半という長い時間拘束するものではあったが、関係機関の多数の参

加者を得て、真剣かつ真摯な議論が行われたことを高く評価したい。 

PCM ワークショップから導かれた結論は、日本側で作成した PDM 案と基本的には大きな違いがな

く、本プロジェクトの必要性が裏打ちされる結果となった。 

本件は協力期間が 3 年間という中規模な協力であるが、関係諸機関の能力向上に寄与し、防災体制

のさらなる改善に貢献することを願って止まない。 

2-2 防災行政政策団員所感 
１． 過去 3 年間の JICA チーム（オリエンタルコンサルタンツ、ADRC、他）の調査による「防災

行政の組織化」にかかる成果がスリランカ側に移転できていることを確認。 

２． 7 月 20 日（月）15 時からの防災人権省を中心に行われた津波訓練は、スリランカ側の全くの

自発的な取り組みとして、高く評価されるべき。改善すべき点は多々あるが、引き続き訓練を

繰り返して、改善する意志がガミニ局長以下にあることは、大きな成果。 

３． 他方、スリランカ側として、さらに「防災行政の組織化」のために取り組むべき課題は、山

積。特に政府内部での「防災」に対する重要性の確保のために、防災人権省がどのような手段

を講じていくべきかについて、さらにガミニ局長と彼のスタッフが戦略を考える必要あり。「防

災訓練」はそのための重要なツールのひとつ。その他にも、いくつかのツールを用いる必要あ

り。 

４． 政府内での各省の個別分野に係る政策や予算と事業を各省合意の下でとりまとめる「防災白

書」は、防災人権省が各省に働きかけるための有益な手段となるはず。 

５． 防災人権省の中での気象局に対するリーダーシップを防災人権大臣が発揮する必要あり。水

害・土砂災害が主たる災害である以上、防災分野での気象局の役割が大きいという意識を持っ

てもらう必要あり。今後、「平和の配当」を国民が実感するためにも、防災は重要との認識を

防災人権大臣がアピールする必要あり。 

６． 同様に、灌漑省他への働きかけも必要。 

７． スリランカの地方統治制度の中に「防災」を組み込む工夫も必要。 

８． 今後のスリランカでの社会資本整備を進める上で、いかに「防災」に配慮しつつ個別事業を

進めるかという観点も必要。南西部 4 河川の協力が良い先例となれば。 

９． ぜひ JICA 事務所や日本大使館が、スリランカ側の防災関係者を「誉める」機会を作っていた

だけるとありがたい。 

１０．これまでの JICA の他国での防災プロジェクトの成功事例の適用可能性。 

Cf. タイ、トルコでの事例 
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2-3 河川計画団員所感 
1. 津波の避難訓練 

DMC の取り組みとして自主的に企画された訓練であったが、強いリーダーシップが印象的

であった。強いリーダーシップにより、DMC のスタッフも活気づいていた。特に、訓練の直

後に反省会を開いたこと、さらにオブザーバーであった JICA 調査団からの意見を求め、今後

の改善に努めようとする姿勢は高く評価できる。また、中心的なスタッフ（duty officer など）

は軍隊出身とのことであったが、これらのスタッフは他のスタッフより迅速かつ的確に行動し

ているように見えた。内戦が終結したスリランカにおいては、防災対策を含め今後の国づくり

に優秀な軍隊出身者をいかに活用していくかは、重要だと思慮される。 

2. PCM workshop 

今回の案件はDMCを始め多くの機関が関わっているが、いずれの機関からもPCM workshop

に積極的な参加があった。Moderator の指導の下、各機関からの参加者が熱心かつ建設的な議

論を行っていた。 

3. DMC 

DMC は防災行政を一元的に行うために設立された新しい組織であるが、DMC への予算の

集中に対して、他機関からの嫉妬が生じているように見られた。新しい機関で人材、組織力が

未成熟であることも他機関からの信頼感を得ていない要因の一つと考えられる。特に職員が 2

年契約となっていることも長期的な人材・組織強化を難しくしていると思われる。現在はリー

ダーの強いリーダーシップに支えられているが、上述の点はDMCの今後の課題と考えられる。

防災対策においては現場での経験が重要であり、今後、DOI 等との implementing agencies との

人材交流を進め、優秀な人材が DMC に送り込まれるようにすることが必要だと思慮される。

また、防災行政は多数の分野に跨っており、実施機関も複数の専門的な知識・経験を有する機

関に分かれている。このような状況を十分踏まえた上で DMC の調整機関としての能力強化を

図っていくことが重要である。 

4. ロジカルな気質 

会議の議論の中で、強く自己主張するものは少なくロジカルな意見が多く見られた。また、

現場での毎時の流量観測を行い、本部での 2 交代 24 時間の連絡体制を維持するなど、地道な

活動を継続する能力も有すると思われる。全般的に優れた人材が多く、適切な capacity 

development を行えば、効果が期待できると考えられる。 

5. 調査団 

今回の調査団においては、防災全般の専門家、ワークショップのコーディネーションなどを

持った専門家が参加しており、それぞれの経験や知識を発揮し、短期間にもかかわらず、成果

を上げることができたと思われる。適切なロジも活動をサポートしていた。しかしながら、本

案件は多くの機関が参加する多面的な案件であるので、やはりもう少し時間をかければ、議論

を深めることができ、より適切なプランが形成できたと思慮される。 

6. Kelani 川 

我が国の沖積平野に大規模な築堤を行い、水田開発、さらには都市を発展させてきた状況と
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は異なり、ケラニ川は下流部の一部に都市を守るための堤防があるのみで、多くの区間は掘り

込み河道となっており、支川周辺の低湿地帯の多くも開発されずに保全されている。また、流

域内には多くの微高地が見られるが、洪水時に浸水すると思われる低地、微高地ともに住居が

見られた。このような流域の現況からは、今後、大規模な開発や急激な都市化の進行が無けれ

ば、大規模な構造物による治水対策よりは、湿地保全、リスクエリアへの居住・土地利用の抑

制、洪水時の避難警戒体制の整備等のソフト対策が適切であるという印象を持った。1 日のみ

の現地調査による印象であるので、事業実施にあたっては、詳細な調査検討が必要である。 

他の多くの途上国と同様に高水敷には家屋が見られた。特に貯水施設を設置するなど恒久的

な家屋もあり、洪水時のこれらの家屋・人命の被害及び家屋による洪水流の阻害の発生が予見

される。堤防の草刈り等は全く行われおらず、一部、堤防を切り下げて家屋を建設している事

例も見られ、沿川土地所有者独自と思われる護岸工も存在した。このことから、河川管理体制

は不十分であり、構造物・非構造物対策とともに、河川管理に関する法制度の整備、実施体制・

組織の充実が不可欠と思慮される。 
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第3章 スリランカにおける災害の現状と課題 

3-1 スリランカの防災体制 

3-1-1 防災枠組み 
（1）法制度 

津波災害から 5 ヵ月後の 2005 年 5 月に、防災の基本となる法律「Sri Lanka Disaster 

Management Act, No.13 of 2005」（以下「防災法」と記述）が制定され、防災法のもとに、防災

に関する最高意思決定機関である「National Council for Disaster Management (NCDM)」、および

防災施策の実施機関である「Disaster Management Centre (DMC)」が設置された。この法律では、

国家の方針として、緊急対応から事前準備への転換を掲げている。 

（2）NCDM 

NCDM は、国家レベルでの防災に関する意思決定機関であり、防災に関係する全ての機関

が参加することになっている。NCDM の議長は大統領で、首相が副議長を務める。関係機関

からの代表は大臣レベルであり、NCDM は、日本の中央防災会議と同様の機能を持つものと

考えられる。会議のメンバーは以下の通りである。 

(a) 大統領：議長 

(b) 首相：副議長 

(c) 野党のリーダー 

(d) 以下の分野の大臣 

社会保障、復旧・復興、環境、内務、保健、科学技術、住宅、海岸保全、灌漑、電力、

防衛、警察、経済、土地、漁業・海洋資源、外務、水供給、高速道路、都市開発、教育 

(e) すべての州議会の代表 

 

（3）DMC と Ministry of Disaster Management and Human Rights 

DMC は、NCDM の下部機関として国家レベルでの防災の推進、災害対応を実施していく機

関である。設立当初 DMC は、大統領府が所管する組織であったが、2005 年 11 月の大統領選

挙後の政府組織の改編により、災害対策全般を一元的に所管する災害管理人権省（Ministry of 

Disaster Management and Human Rights、当初は、Ministry of Disaster Management だったが、2006

年 2 月に改組）が設立され、現在は、災害管理人権省の一部局となっている。また、気象局お

よび、土砂災害対策を担当する建築研究所も災害管理人権省の管轄となるなど（気象局は 2006

年 2 月、建築研究所は 2007 年 1 月に編入）、効率的に防災活動を実施するための法制度、組織

の整備が行われてきた。 
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3-1-2 防災関連計画と防災戦略 
（1）防災ロードマップ 

「Toward a Safer Sri Lanka, Road Map for Disaster Risk Management」（以下「防災ロードマッ

プ」）では、各機関が個別に実施していた事業、これから実施するべき事業が全てリストアッ

プされており、その実施時期、予算、関連機関などが記載されている。これは関連機関の調整

の下で作成され、2005 年 12 月 30 日に正式に発表された。 

国家の防災戦略は「国家防災計画」で示されるべきと考えられるが、津波後の迅速な防災プ

ロジェクトの実施といった観点からは、プロジェクトリストである「ロードマップ」は、スリ

ランカ国にとってだけでなく、ドナー機関にとっても事業の優先度を検討する際の有効な資料

となっている。 

（2）国家防災計画 

「National Disaster Management Plan」（以下「国家防災計画」）と「National Emergency Operation 

Plan」（以下「緊急対応計画」）は、防災法の中でそれらの策定が求められている。「防災ロー

ドマップ」の策定後、国家防災計画の策定作業が進められてきた。国家防災計画にはスリラン

カ国における災害の状況、防災関係機関の組織制度や役割分担、優先課題、戦略等が記載され

ている。現在、計画案が議会で審議中であり、計画策定の最終段階である。 

（3）国家緊急対応計画 

国家緊急対応計画は、国家防災計画案の中で「もうすぐ策定される」という記載とともに、

そのアウトラインが示されている。一方で、具体的な策定作業の進捗は不明である。 

国家防災計画とともに国家緊急対応計画の策定を支援している UNDP へのヒアリングによ

ると、「現時点で急いで作成する必要性は感じていない」との回答であった。その理由は、JICA

やオランダの支援により具体的な活動を明記した「Standard Operation Procedure」（以下「SOP」）

が作成済みであり、新たな計画書は必要ないと考えているからとのことであった。 

しかし、既存の SOP は、警報などの情報を収集、伝達するための手順を示したものに過ぎ

ないほか、国家レベルで緊急対応を行っている「Emergency Operation Centre」（以下「EOC」）

の主要スタッフは軍籍を持ち、個々が軍隊での経験に基づいて対応しているのが現実である。

今後、誰もが確実に適切な行動が取れるように、「緊急対応計画」は必須のものと考えられる。 

（4）地方レベルの「災害予防・対応計画」 

「国家防災計画」の策定と平行して、地方レベルの「Disaster Preparedness and Response Plan」

（以下「災害予防・対応計画」）の策定が進められている。「災害予防・対応計画」には、地域

ごとの災害の特徴、関係機関の役割分担、各種委員会のメンバー構成と連絡先等が記載されて

おり、主に、District（県）レベル、Division（市）レベル、GN（村）レベルごとに全国で策定

されつつある。日本での地域防災計画に相当する計画と考えられるが、主に災害発生後の緊急

対応計画の意味合いが強い。 

（5）国家防災調整委員会 

NCDM のメンバーが省庁の大臣レベルであるのに対して、「National Disaster Management 
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Coordination Committee」（国家防災調整委員会、以下 NDMCC）は、関係省庁に加えて、援助

機関や NGO、大学等の担当者レベルがメンバーとなる実務レベルの委員会である。第 1 回目

の委員会が 2007 年 11 月に開催され、その後、DMC はこの委員会を月に 1 回開催している。

NCDM の準備会合、あるいは実務レベル会議としての機能が期待されるが、実際は関係省庁

の出席率が低く、UN 機関や NGO による支援者会議となっている。1 ヶ月に 1 度を 3 ヶ月に 1

度の開催に変更予定とのことである。 

（6）県防災調整委員会 

DMC では、NDMCC の地方版コミッティとして「District Disaster Management Coordination 

Committee」（県防災調整委員会、以下 DDMCC）の展開を考えている。既にいくつかの District

では開催しており、ラトナプラでは関係者が積極的に参加しているとのことである。一方で参

加者の少ない District もあり、この原因分析と当該委員会の活性化が今後の課題である。 

3-1-3 防災に関連する機関 
スリランカ国の防災には以下に示すような機関をはじめ様々な機関が関連している。 

表 3-1 主な災害関連機関 
機関名 正式名 主な役割 

DMC Disaster Management Centre 総合調整、啓発活動 

DOI（灌漑局） Department of Irrigation 洪水対策 

DOM（気象局） Department of Meteorology 気象観測、予測 

NBRO National Building Research Institute 土砂災害対策 

GSMB Geological Survey & Mines Bureau 地震観測 

CCD Coast Conservation Department 海岸侵食対策 

NARA National Aquatic Research & Dev. Agency 津波観測 

NDRSC National Disaster Relief Service Centre 緊急支援 

警察 Sri Lanka Police 緊急対応 

軍隊 Sri Lanka Army / Navy / Air force 緊急対応 

 

これらの機関のうち、本調査に直接関与する国レベルの機関は、DMC、灌漑局、気象局、NBRO

の 4 機関である。ここでは、当該 4 機関について詳述する。 

（1）DMC 

DMC は、防災法の施行直後の 2005 年 7 月に設立された。設立当初の DMC は大統領府の管

轄下に置かれていたが、2005 年に防災を一元的に担当する防災省（Ministry of Disaster 

Management）が設立（2006 年 1 月に災害管理人権省に改組）されてからは、DMC はこの災害

管理人権省の管轄下に置かれている。 

DMC は、防災活動を推進する機関であり、官報に示された規定によれば、防災に関し、災

害抑止、事前準備、災害対応、復興など多元的な機能が付与されている。DMC は、図に示す

ように、現在 8 つの本部部局（そのうち 3 部局は事務系部局）と各県に設置された District 

Disaster Management Coordination Unit（以下 DDMCU）からなっている。 
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図 3-1 DMC の組織図 

 
「Disaster Management Technology, Mitigation」は、具体の軽減策に関する関係機関との窓口

になっているほか、IT セクションを抱え、データやネットワークの管理、ハザードマップや

リスクマップに関する業務を行っている。なお、開発に伴う災害影響評価手法の検討は、当部

署が担当する緊急課題である。この件に関しては、既に中央環境庁（Central Environmental 

Agency）との議論を開始しており、新たな評価制度を設立するのではなく、既存の環境影響

評価プロセスに、災害影響評価を新たな評価項目として加える方向で検討している。これは、

適切な災害影響の評価なしに実施された事業により災害が発生した場合に、必要な手当てを

DMC が求められるケースが発生しているためで、早急な災害影響評価制度の確立が必要とな

っている。 

「Forecasting, Early Warning & Dissemination」は、早期警報に関する関係機関の窓口となって

いるほか、簡易雨量計やサイレン、スピーカーといったコミュニティレベルの情報伝達機材の

整備、津波警報タワーのメンテナンス等を扱っている。津波警報タワーに関しては、2007 年 9

月にスマトラ沖で発生した地震に伴い津波警報が発令された際に、適切に稼動しなかった経緯

があり、現在では当部署の担当者により毎日 2 回のテスト放送がなされている。なお、当部署

の Director は未だに決まっておらず、特に他機関とのコーディネーションに課題がある。 

「Preparedness Planning」は主に各レベルの災害予防・対応計画の策定を行っており、全国

の District や Division においてワークショップを開催し、計画策定とともに防災啓発を行って

いる。 

「Training, Education & Public Awareness」は他機関、地方、コミュニティ、学校等における

啓発活動を実施している。DMC が主催する研修プログラムは存在せず、主に、他機関が実施

する防災関連プログラムに対して、当部署の職員が講師として派遣されている。 

「National Emergency Operation Centre」は、緊急対応に責任を持つ 24 時間体制の組織である。

上役には軍隊で緊急対応の経験を持つ人間が配置されており、さまざまなドナーからのモニタ

リング機器や通信機器を活用して任務に当たっている。しかし、緊急対応計画が策定されてい

ないため、EOC のスタッフは軍籍を持つ上役の経験、指示に従って行動するのみである。 

各 District の DDMCU は、District Disaster Management Coordinator（以下 DDMC）とそのス

タッフで構成されており、2008 年 4 月時点では 25 の District のうち、10 の District では軍から
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の出向者が、12 の District では民間からの採用者が DDMC を務めている。軍からの出向者が

DDMC を務める District は、津波後の復興活動や住民への啓発活動が早急に必要であった地域

である。DDMCU は、主に地方レベルの関連機関との調整を行い、非常時には District の長で

ある District Secretary と緊密に連携を取る。DDMCU も EOC と同様に 24 時間体制となってい

る。一方で、新しい組織である DDMCU の認知度は高くなく、地方の防災関連組織を調整す

るのは容易ではない。 

スリランカ政府やUNDPを中心とした援助機関が特別な注意を払っているにもかかわらず、

DMC は人員やその他の資源が不十分であり、依然として期待されている機能を十分に果たし

ているとは言えない状況にある。本調査で実施された PCM ワークショップにおいても、関連

機関から DMC の調整能力不足が指摘されている。また、開発調査において導入した関係 14

機関を専用回線で結ぶ省庁間ネットワークは、DMC が通信費を支払っていないため稼動して

いない状況である。DMC のさらなる能力強化が必要である。 

一方で、本調査期間中に実施された津波警報の伝達訓練は、DMC 自身による初めての訓練

であり、開発調査での経験が活かされている好例であった。人材、機材、能力が、ゆっくりで

はあるが整ってきていると言える。 

（2）灌漑局 

灌漑局は、1900 年に設立され、現在は、Ministry of Irrigation and Water Management（灌漑・

水管理省）に属する機関である。洪水対策を含む河川行政を管轄しており、100 年以上の実績

を持つ官庁である。なお、都市内の小河川の管理、雨水排水は、市役所（Municipal Council）

が実施している。 

灌漑局は、約 3,000 名の職員を擁し、ここ数年間の予算額は平均して約 10 億ルピーである

が、大規模プロジェクトよりも、小規模事業や既存施設の維持管理が主要な活動である。 

灌漑局では、水資源・事業計画部、特殊サービス・研修部および水文課が洪水対策に関連す

る部局である。しかしながら、どの部局も洪水対策を専管で行っておらず、洪水を専門とした

職員が配置されているわけではない。また、洪水監視、早期警報において重要な役割を果たす

と考えられる水文課の場合は、水文情報を適切に管理し発信できる専門職員および熟練職員の

数が限られており、洪水対策に関する人的資源が少ない。 

他の灌漑局の問題として、コミュニティベースでの洪水対策活動に対する意識の低さがある。

コミュニティベースの洪水被害軽減活動において、洪水のメカニズムや早期警報に関しての正

しい理解の普及のためにも、主要な役割を果たす必要があるが、これらの活動への参加につい

て、あまり積極的でないのが実情である。 

水文課の職員は、人手による雨量、水位観測と、電話や無線を通じたデータの報告を確実に

実施している。このようなルーチンワークが得意である一方、開発調査で導入した雨量や水位

の自動観測とデータの自動収集を行う水文観測システムは、本調査実施時点で稼動していない。

原因はいくつかあるものの、このシステムの重要性、ひいては防災の重要性を理解するに至っ

ておらず、彼らのルーチンワークに乗らなかったものと考えられる。 
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（3）気象局 

気象局は、1868 年以来、気象観測、気象予報について長い経験を持っており、約 350 名の

スタッフを擁している。組織図を添付する。 

気象情報、特に降雨情報は、洪水や地滑りといった災害の被害軽減に重要な情報である。気

象局はまた GSMB（Geological Survey and Mines Bureau：地質調査所）とともに、PTWC（Pacific 

Tsunami Warning Center：太平洋津波警報センター）と日本の気象庁からの津波情報を受信する

機関として指定されており、津波早期警報についても重要な役割を担っている。気象局は 2007

年に災害管理人権省の管轄下に置かれ、防災、特に災害予測・早期警報、についてのさらなる

役割を期待されている。 

気象局は、気象観測に関するスタッフと機器はある程度整っており、決められた観測をきち

んとこなし、データの蓄積もしっかりしている。一方で、防災という観点からみると、自動気

象観測装置もなくリアルタイムでの雨量モニタリングもできないことから、不十分な状況であ

ると言わざるを得ない。 

近年、国際的な観測記録を共有する GTS 回線を増強した他、JICA 無償資金協力により自動

気象観測機器が 7 月に導入され、また、近い将来、ドップラーレーダーの導入も計画されてい

ることから、それらを利用した気象予測能力の向上が期待される。 

（4）NBRO 

NBRO（National Building Research Organization：建築研究所）は、1984 年に設立され、6 つ

の技術部局と 3 つの事務系部局をもつ。2007 年の政府機関の改組により、NBRO は、災害管

理人権省に属する組織となった。組織図を添付する。 

地滑りに関する調査は 1988 年より実施されており、LSSD（Landslide Studies and Service 

Division）が地滑りに関する活動を担当している。LSSD は、全国の地すべりハザードマップ

の作成がほぼ最終段階にあり、現在はハザードマップに基づいたリスク評価を開始している。

また、LSSD は、NBRO 本部での研究・調査活動に加え、地滑り災害後の現地調査や地方政府

や地域住民からの情報を基にした状況確認のための調査を頻繁に実施し、住民移転を含む将来

的な被害軽減策の提言を含んだ報告書を県知事に対して提出している。また、近年、LSSD は

地すべり対策のための構造物的対策の計画を求められることが増えてきており、この点におけ

る能力強化が早急の課題である。 

LSSD の人員は約 30 名である。スリランカにおける地すべり危険地域の広がりと人口分布

を考えると、スタッフの不足は明確であるが、地すべりメカニズムに関する教育マテリアル等

の発行、関係機関や地方職員、コミュニティ等を対象とした地すべりに関する啓発活動も数多

く実施しており、この点における能力は高い。現在、ヌワラエリア、キャンディ、カルタラに

3 つの地方事務所を設置し、地域に密接した活動を行っている。 

上記のように、現在の LSSD の活動は地すべり危険地域のアセスメントに重点が置かれてい

るが、NBRO が災害管理人権省に属する組織となったことから、地すべりに関する早期警報や、

対策工の検討についても担当すべく、地すべり現象の科学的な把握、モニタリング・解析能力
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の向上を図る必要がある。 

3-2 スリランカにおける災害の発生状況 
2004 年 12 月 26 日に発生したスマトラ沖大地震に伴うインド洋津波災害は、スリランカにおける

過去最大規模の自然災害であった。しかしながら、津波災害はスリランカにおいては稀な現象であり、

自然災害で最も多くかつ深刻なのは洪水・土砂災害、サイクロン、渇水といった気象現象に起因する

ものである。サイクロン（熱帯性低気圧）による直接の被害は東北部の一部地域に限られその頻度も

少ないが、サイクロンが影響している降雨災害の経験は多い（2003 年、2008 年の災害もこのケース

と言われている）。 

渇水については、気候変動に伴うような変化は確認されていないとのことであるが、南部ハンバン

トータ地域では例年のように水不足に悩まされており、いわゆるドライゾーンといわれるエリアでは

数年に一度は水不足に見舞われているとのことである。 

スリランカは島国であり海岸の保全は重要な課題であり、一部の海岸線では、海岸浸食が問題とな

っている。海岸浸食は全国平均では、年間数 10cm 程度といわれているが、最大箇所では 8m にも及

ぶことから、海岸浸食対策、海岸防災の実施が急務となっている箇所がいくつかある。特に、西海岸

の Galle Road 沿いの海岸浸食は経済活動に直結することから問題が大きい。 

2000 年から 2008 年にかけての主な災害は以下の通りである。上述の通り、サイクロンや渇水、海

岸侵食といった災害もあるものの、スリランカにおける主な災害は洪水、土砂災害であることがわか

る。 

表 3-2 スリランカにおける災害の発生状況 
年月 災害種 場所 人的被害 

2000.11 洪水 東部 死者 3 人、10 万人避難 

2002.12 豪雨 北東部 50 万人避難 

2003.5 洪水 南西部 死者 265 人、176,028 世帯被災 

2003.10 洪水、土砂災害 南部 死者 10 人 

2004.12 豪雨 北東部 死者 7 人、50 万人避難 

2004.12 津波 海岸線 死者 46,000 人、行方不明 14,000 人 

2005.11 豪雨 全国 死者 5 人、4 万人被災 

2006.10 洪水、土砂災害 南西部 死者 25 人、72,000 世帯被災 

2006.12 洪水 南部 ― 

2007.1 洪水、土砂災害 中央部 死者 13 人、6 万人避難 

2007.5 洪水、土砂災害 南西部 死者 6 人 

2007.12 洪水 東部 死者 1 人、209,279 人被災 

2008.1 洪水 東部 3 万人被災 

2008.3 洪水 東部 死者 8 人、383,123 人被災 

2008.4 洪水 南西部 死者 9 人、72,522 人被災 

2008.6 洪水 南西部 死者 23 人、401,306 人被災 

2008.10 洪水 南西部 死者 4 人、49,000 人被災 

2008.11 洪水 北東部 140,853 人被災 

出典：アジア防災センターHP 
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主に、4 月～10 月の南西モンスーン時期に南西部が洪水・土砂災害により被災し、11 月～3 月の北

東モンスーン時期には、北東部が洪水により被災する。 

3-3 災害対策の状況 
ここでは、本調査で対象とする洪水、土砂、津波災害について述べる。 

3-3-1 災害対策全般 
（1）構造物対策 

構造物対策では、洪水対策としてケラニ川、ギン川、ニルワラ川において堤防が築かれてい

るほか、水門やポンプ、護岸の設置、ギン川では放水路の建設などが実施されている。これら

以外には、大規模な構造物対策は行われておらず、一部で、地すべり対策として表面排水や水

抜き工といった小規模な抑制工が実施されている程度である。 

（2）非構造物対策 

2004 年の津波災害以降、避難訓練を含むコミュニティの啓発活動、早期警報避難システム

の構築、ハザードマップやリスクマップの作成といった非構造物対策が推進されている。 

洪水については、ケラニ川において、人力による雨量、水位観測および連絡体制を構築した

洪水予警報システムが存在するほか、JICA 開発調査によりケラニ川およびカル川において自

動の水文観測システムが完成している。 

土砂災害では、1/50,000 や 1/10,000 の地形図を用いた全国のハザードマップがほぼ完成した

とのことである。 

津波に関しては、既に 3 箇所に津波警報タワーが建設されたほか、近日中に 50 箇所に同じ

タワーが完成する予定である。 

気象観測については、これまでは人力によるモニタリング体制であったが、2009 年 7 月に

JICA 無償資金協力により自動気象観測システムが導入された。 

防災法の策定や DMC の設立といった組織体制の強化も非構造物対策の 1 つと言える。DMC

は、各種防災関連計画を立案するとともに、地方行政の能力強化、コミュニティ活動を精力的

に実施し、津波被災エリアを中心にコミュニティハザードマップの作成や避難訓練等を実施し

ている。 

3-3-2 開発調査の結果とその後の進捗状況 
2006 年 10 月から 2009 年 3 月にかけて開発調査「防災機能強化計画調査」が実施された。調査で

は以下の 4 つのコンポーネントからなる活動が実施された。 

1) ケラニ川、カル川、ギン川、ニルワラ川における総合的な洪水対策計画立案 

2) 早期警報避難システムの計画とパイロットプロジェクトの実施 

3) コミュニティ防災活動 

4) 関連機関における能力強化活動 

 



 3-9

（1）洪水対策計画 

立案されたマスタープランのうち、カル川の短期対策（ラトナプラおよびカルタラエリアを

堤防により保護する対策）と、他の 3 河川の既存施設の修復が優先度の高いプロジェクトとし

てとりまとめられた。先方政府は本計画の実施に意欲的であり、JICA は本計画に対するフィ

ージビリティ調査を計画中である。 

（2）早期警報避難システム 

開発調査では、早期警報避難システムを提案するとともに、実施する上での課題を整理した。

また、パイロットプロジェクトとして、ケラニ川およびカル川の雨量や水位を自動でモニタリ

ングする水文観測システム、関係機関間のコミュニケーションツールである省庁間ネットワー

クを構築した。提案として、以下の 4 つを挙げている。 

・ 役割分担に関する合意書の締結 

・ 情報公開と適切な警報発令 

・ 防災訓練の定期的な実施 

・ 南西部 4 河川の早期警報モニタリングシステムの構築 
 

役割分担に関する議論や、情報公開、警報発令に関する議論は実施されていない模様である。

また、残念ながら、本調査時点（7 月 24 日）において水文観測システムおよび省庁間ネット

ワークともに稼動していないことが確認された。水文観測システムは基幹となる PC が水濡れ

により故障したことが原因であり、省庁間ネットワークは通信費の未払いが原因であった。し

かし、物理的な原因よりも、システムが長く稼動していないことに対する問題意識や、システ

ムの重要性に対する理解が不足していることがより重要な問題であると考えられる。 

一方、本調査期間中の 7 月 22 日には、津波警報が発令されたことを想定した情報伝達訓練

が DMC を中心に実施された。これは、開発調査で実施された訓練以降、DMC が独力で企画、

実施した初めての訓練であり、開発調査の活動、提言が実際に活用された好事例といえる。 

南西部 4 河川の早期警報モニタリングシステムについては、洪水対策計画の 1 つとして、フ

ィージビリティ調査の実施が計画されている。 

（3）コミュニティ防災活動 

開発調査では、災害のメカニズムやコミュニティ防災活動の実施方法などを、わかり易い図

で示したフリップテーションを作成した。DMC へのヒアリングによると、フリップテーショ

ンは、北東部を除く、ほとんどの District に配布され、活用されているとのことである。 

また、開発調査では、地すべり災害を対象とした 4 つのコミュニティに対して簡易の雨量計

を設置したほか、洪水を対象とした 2 つのコミュニティには水位標を設置し、どちらもコミュ

ニティによる日々の観測を提案した。現在の使用状況を確認したところ、土砂災害のコミュニ

ティについては、4 つのうち 2 つについて、洪水のコミュニティについては、2 つのうち 1 つ

については、観測を続けているとの情報を得た。観測を続けているコミュニティと続けていな

いコミュニティの違いについては分析が必要であり、今後、コミュニティ活動を実施する上で

参考になると考えられる。 
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3-3-3 気候変動適応策 
気候変動の影響評価およびその対策については、国際会議への出席を含めて、気象局および環境・

天然資源省が中心となって実施している模様である。気象局から受け取った資料によると、気象局は

以下の検討、研究を行っている。 

・ 海面上昇量の予測（定量的） 

・ 海面上昇に伴う海岸侵食量の予測（定量的） 

・ 塩水遡上に伴う農地の減少量の予測（定量的） 

・ 水資源、観光、交通等への影響予測（定性的） 
 

また、気象局としては、気温と降雨量について、1951 年～1978 年のデータおよび 1979 年～2006

年のデータを比較することで、気候変動のトレンドを検討している。気温は高く、年間降水量は減少

する傾向が示されている。 

なお、気候変動に対する適応策については、海岸侵食に対しては防止工の検討、農地減少に対して

は代替作物の検討が必要と記載しているに留まっており、具体的な計画やプロジェクトリスト等は得

られていない。 

3-4 JICA および日本による防災セクターの支援状況 

3-4-1 JICA によるインド洋大津波以前の支援 
インド洋大津波以前に行われた防災セクター案件は開発調査「コロンボ首都圏洪水対策計画調査」、

円借款供与された「大コロンボ県水辺環境改善事業」の 2 件である。 

3-4-2 JICA によるインド洋大津波以降に行われた支援 
（1）緊急援助 

・ 国際緊急援助隊：医療チーム、専門家チームを合計 58 名 

・ 緊急援助物資：約 1,470 万円相当の緊急援助物資（テント、浄水器、毛布等） 

 

（2）ボランティア派遣 

・ 青年海外協力隊一般短期隊員：19 名 

 

（3）復興支援 

・ 緊急開発調査「東部幹線道路復旧・復興支援プロジェクト」：東部地域幹線道路の復旧事

業にかかる FS 

・ 上記開発調査におけるノンプロ無償、およびノンプロ無償への技術支援：東部 4 橋梁の

復旧 

・ 緊急開発調査「南部地域津波被害復旧・復興支援プロジェクト」：南部地域漁港の復旧・

復興計画の策定 

・ 上記開発調査におけるノンプロ無償、およびノンプロ無償への技術支援：ゴール港、タ

ンガラ港、マータラ水管橋の緊急復旧 

・ 緊急開発調査「津波被災地域コミュニティ復興支援プロジェクト」：北東部復旧・復興計

画の策定等 
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・ 上記開発調査におけるノンプロ無償、およびノンプロ無償への技術支援：被災者用住宅

建設、し尿処理施設建設 

 

（4）防災能力強化 

・ 防災行政強化プログラムプロジェクト形成調査 

・ 開発調査「防災能力強化計画調査」 

 

（5）無償資金協力 

・ 気象情報・防災ネットワーク改善計画 

 

3-4-3 インド洋大津波以降に行われた支援 
2003 年の豪雨災害以降、土木学会、国際建設技術協会などが災害原因や今後の支援プロジェクト

の形成に関する調査団を派遣している。しかしながら、これまでのところこれらを基にした具体的な

技術協力プロジェクトや円借款プロジェクトとして実施されるには至っていない。 

3-5 他ドナーの支援状況 
スリランカの防災セクターにおいて、インド洋大津波発生以前から継続的に支援を続けている主な

国際機関は国連開発計画（UNDP）である。以前から災害に脆弱な地域の「災害予防・対応計画」を

作成していたが、津波発生以降は、ロードマップの作成、国家防災計画の作成といった国家の方針に

関わる部分への支援のほか、地方行政への支援、避難訓練といったコミュニティレベルへの支援等、

幅広い活動を行っている。また、DMC に対して UNDP で雇用した人材や UNV を派遣し、組織運営

の補助も同時に行っている。 

比較的規模の大きい支援としては、オランダによる支援が挙げられる。スリランカの海岸線に 50

基の津波警報タワーの建設、全ての District を HF 波で結ぶコミュニケーションツール（音声のみ）、

および全ての District を VSAT により結ぶネットワーク（開発調査で導入した省庁間ネットワークの

ようなもの）等を導入している最中である。 

以下に、国際機関やドナー国の主な支援内容を整理する。このほか、多くの国際 NGO、ローカル

NGO がコミュニティ防災活動を中心に支援活動を行っている。 
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表 3-3 主な国際機関やドナー国の支援内容 
機関名・国名 支援内容 

国連開発計画（UNDP） 国家の方針に関わる部分、地方行政の能力強化、コミ

ュニティレベルの防災活動、資金供与、人材派遣他 

国連人道問題調整事務所（UNOCHA） 災害データベースの作成 

国連アジア・太平洋経済社会委員会

（UNESCAP） 

津波警報タワーの建設 

アジア防災センター（ADRC） 地方・コミュニティレベルの防災活動、簡易雨量計の

設置 

Asian Disaster Preparedness Centre 

（ADPC） 

予警報システム、Incident Command System の指導 

国際赤十字・赤新月社連盟（IFRC） コミュニティ防災活動、ファーストエイド指導 

イタリア 海岸線の LIDAR 測量、危機管理訓練の指導 

オランダ 津波警報タワーの建設、DMC と地方事務所のコミュ

ニケーションツールの提供等 

韓国 津波警報タワーの建設、数値気象予測データの提供 

米国 Incident Command System の指導 

ドイツ 教育省の能力強化 
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第4章 要請内容に係る分析 

4-1 要請内容 
本プロジェクトの実施に向けて 2008年 6月 25日付けの技術協力要請書がスリランカ政府から提出

されている。その内容は次のように要約できる。 

表 4-1 要請内容の要約 
項目 内容 

案件名 気候変動に対応した防災能力強化プロジェクト 
要請日 2008 年 6 月 25 日 
要請機関 災害管理人権省 
上位目標 災害に脆弱な地域に居住する住民の災害リスクが軽減され、それ

によって人間の安全保障と生活の質が改善される。 
プロジェクト目標 特に以下の項目について、スリランカの防災能力を強化する。 

1) 自然災害予測と早期警報 
2) ハザード評価とリスク評価 
3) コミュニティ防災活動 

成果 1) 全てのレベルの政府職員の、自然災害に関する予測と早期警

報能力が向上する 
2) ハザード評価とリスク評価の能力が向上する。 
3) コミュニティの災害対応能力が向上する。 

活動 1) 予測と早期警報能力の向上 
・ 悪天候パターンのデータベースの作成 
・ ハザードおよびリスク評価に基づいた警報基準に関する検討

と議論 
・ 洪水時の河川流量の調査とデータの蓄積 
・ 国からコミュニティへの情報伝達訓練 
・ 自然現象や災害に関する知識を向上するワークショップ開催

2) ハザードおよびリスク評価の能力向上 
・ UN 支援によって作成された既往災害データベースを用いた

既往災害の解析 
・ モデル作成やハザードマップのための基図の準備 
・ 水文モデル作成と解析 
・ 洪水および地すべりのハザードマップ作成 
・ リスク評価に従った必要な対策の検討 
3) コミュニティの災害対応能力向上 
・ コミュニティ防災活動 
・ 活動に必要な資材の準備 
・ 活動に役立つ簡易機材や小規模施設の導入 

投入 1) 専門家 
総括（組織強化）、洪水対策、土砂災害対策、予測/早期警報、

コミュニティ活動、その他 
2) 技術移転、研修 
3) セミナー、ワークショップ 
4) 必要な機材 

実施期間 2009 年 10 月から 3 年間 
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4-2 要請内容の分析 

4-2-1 要請の背景 
本要請は、開発調査「スリランカ国防災機能強化計画調査（第 3 年次）」の業務実施中に JICA に

提出された。開発調査は、1)ケラニ川、カル川、ギン川、ニルワラ川における総合的な洪水対策計画

立案、2)早期警報避難システムの計画とパイロットプロジェクトの実施、3)コミュニティ防災活動、

4)関連機関における能力強化活動 の 4 つのコンポーネントで構成されている。 

1)の洪水対策に関しては、災害管理人権省と灌漑局が、円借款による事業実施を目指し、国家計画

局に対してプロポーザルを作成している。これより、本要請は、開発調査の内容から 1)の部分を除

いた、2)早期警報、および 3)コミュニティ活動、4)能力強化 に関し、さらなる支援を要請してきた

ものと考えられる。 

4-2-2 要請内容の分析 
（1）予測と早期警報能力の向上 

洪水や土砂災害の原因となる降雨量に関し、現状の気象局の予測能力および警報発令能力は

高いとは言えない。気象局だけでなく、DMC をはじめとした関連機関も、降水量を初めとし

た気象予測能力の向上および適切な警報基準の策定を求めていると考えられる。また、気象局

に対しては、無償資金協力により自動気象観測（AWS）システムが導入され、リアルタイム

のデータ収集が可能になった。AWS を適切に活用し、予測能力および警報発令能力の向上に

繋げたいという意思表示と考えられる。 

洪水予測、洪水警報基準の作成に関しては、開発調査の中で既往データを活用した方法と、

洪水対策計画を立案する中で構築した水文・水理モデルを活用した方法を紹介している。今後、

どちらの方法を用いるとしても、雨量や水位、流量といったデータの蓄積は欠かせない。雨量

や水位については開発調査のパイロットプロジェクトで構築した水文観測システムが活用で

きるが、流量についてはデータが少なく、特に後者の方法を用いた際の結果の精度が悪くなる

原因となりうる。将来的なデータの活用を目指し、まずはデータの調査、蓄積に関する技術的

支援を要請したものと考えられる。 

土砂災害の予測、警報基準については、開発調査の中ではほとんど議論されていない。雨量

観測については、AWS や水文観測システム、UNDP の支援等により、少しずつ観測所の数が

増えてきており、そのデータは着実に蓄積されていくと考えられる。一方で、地すべりや土塊

移動のモニタリング、メカニズムの解析能力は不足したままである。土砂災害の予測、早期警

報能力の向上には、これらの能力向上が欠かせない。 

情報伝達に関しては、開発調査の中で 3 度訓練を実施しており、要請ではこれに対する継続

支援を求めていると考えられる。彼らは訓練の重要性を認識しており、DMC の DG は主体的

な訓練実施を計画しているが、忙しいため、なかなか実施できない状況にある。 

（2）ハザードおよびリスク評価の能力向上 

ハザードマップは技術官庁が作成し、リスクマップは DMC が作成する、というのがスリラ

ンカでの共通の認識となっている。DMC としては、作成されたハザードマップを用いてリス
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ク評価をしたいと考えているものの、特に洪水に関しては、DMC が求める精度のハザードマ

ップが存在しないという現状である。 

一方で、ハザードマップという名前の地図は、さまざまな機関がそれぞれの目的に応じて作

成しており、相当の種類が存在する。しかし、目的が異なるために、縮尺や記載方法が統一さ

れておらず、作成された地図全てに関して、目的や縮尺、内容等について整理されていない。 

要請では、基図の準備も含めた、精度の高いハザードマップを作成するための幅広い支援を

求めていると考えられる。洪水ハザードマップについては、開発調査で計画立案した洪水対策

計画の一連の流れを時間をかけて説明することで、彼らの要請にある程度、応えることが可能

と考えられる。一方で、何のためにハザードマップが必要なのか、そのためにどの程度の精度

の地図が必要なのか等を、整理する必要があると思われる。 

さらに、現在 DMC が所有する災害のデータベースは、単に被災記録が整理されているだけ

であり、災害時の雨量や水位といった観測記録、気象天気図、災害対応の状況、被害が大きく

なった原因等、災害発生のメカニズムについての記載はない。要請では、この解析に対する支

援を求めていると考えられる。 

（3）コミュニティの災害対応能力向上 

開発調査では、15 個のコミュニティを抽出し、2 年間にわたってコミュニティ防災活動を継

続した。コミュニティの能力に応じて活動内容を変更し、能力の高いコミュニティでは、簡易

雨量計や水位標を設置したほか、小規模の対策工を実施する等の活動を行った。他ドナーが実

施するコミュニティ活動は、短期間に終了するものばかりであり、開発調査の方法による支援

を続けて欲しい、という要請と考えられる。 
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第5章 プロジェクト実施内容 

5-1 概要 
（1）上位目標とプロジェクト目標 

「上位目標」：｢ス｣国における防災体制が維持拡大される 

「プロジェクト目標」：｢ス｣国の防災体制が強化される 

 

（2）成果と活動 

本プロジェクトの期待される成果と活動内容を、以下の表に示す。 

表 5-1 成果と活動 
 成果 活動 

1 防災センターの指揮・調整

能力が強化される 

1.1 防災に係る既存委員会の活動の活性化を図るた

めの防災センターの運営・調整能力の強化 

1.2 国家緊急対応計画の策定 

1.3 防災センターが活動報告書を作成する際の災害

分析能力の向上 

1.4 開発事業に伴い発生する可能性がある災害リス

クを評価・軽減するシステムの構築 

1.5 気象局、灌漑局、国家建築研究所、地方行政、そ

の他防災関係機関の職員を対象とした防災研修

プログラムの開発と実施 

2 気象局のモニタリング・分

析・予報能力が向上する 

2.1 無償資金協力で導入した自動気象観測システム

（Automatic Weather Station: AWS）を含む各種観

測機材の効果的な活用・維持管理 

2.2 気象予測能力の向上 

3 国家建築研究所の土砂災害

対策能力が向上する 

3.1 土砂災害対策能力の向上 

3.2 土砂災害に関する早期警報能力の向上 

4 早期警報避難システムが適

切に機能する 

4.1 警報発令に関するルールの作成と情報伝達訓練

の実施 

4.2 関係機関間の情報伝達ネットワークシステムの

維持管理と効果的な活用 

5 パイロット地域における 

県（District）、郡（Division）、

コミュニティの各レベルの

防災能力が強化される 

5.1 パイロット地域（県レベル）における既存防災委

員会の運営能力の向上 

5.2 パイロット地域におけるコミュニティ防災の推

進活動の実施 

5.3 パイロット地域におけるコミュニティ防災活動

の実施（水位標、簡易雨量計の設置、小規模対策

工、避難訓練等の実施） 

 

（3）投入 

本プロジェクトで想定される投入（案）は、以下のとおりである。 
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表 5-2 投入（案） 
スリランカ側 日本側 

・ カウンターパートの配置 

・ 日本人専門家とカウンターパート用の執

務環境（執務室・設備含む）の整備 

・ プロジェクト運営管理費の確保 

・ 専門家の派遣（分野） 

専門家派遣：1)総括／防災行政、2)コミ

ュニティ防災、3)気象予測、4)土砂災害

対策、5)都市開発、6)法規制 

・ 機材供与（水位標、雨量計等） 

・ 本邦研修 

・ 在外事業強化費 

 

（4）外部条件 

本プロジェクトを実施するにあたってスリランカの防災政策に大幅な変更が生じないこと

が前提条件であり外部条件になる。追加の外部条件として、①防災センター、技術官庁、地方

行政機関に対して防災活動を実施する予算と人員が適切に配分される、②急激な自然環境変化

が発生しない、③技術移転を受けたカウンターパートが現在の部署にとどまる、ことが挙げら

れる。 

5-2 活動の実施戦略 
これまで日本はスリランカに対して開発調査「防災機能強化計画調査」と無償資金協力「気象情報・

防災ネットワーク改善計画」を実施してきた。本プロジェクトは、そこで蓄積された防災に関する知

見、情報、ネットワーク、観測技術などを、より効果的に活用できる能力を習得させ強化することを

目指している。このように、これまで日本が投入した技術や知識を活用することによって、本プロジ

ェクトのインパクトや自立発展性の実現に貢献すると判断できるので、同国における防災分野へ支援

を継続することは、実施戦略として非常に有益である。 

スリランカ側と調査団の協議では、通常の技術協力プロジェクトの管理体制で重要な役割を果たす

プロジェクト・マネージャーについて配置しないことで合意に達した。その理由は、本プロジェクト

で防災センターの指揮・調整能力の強化を成果と掲げ防災に関する管理体制の能力向上を目指してい

るからである。ただスリランカ側は、防災センター、気象局、灌漑局、国家建築研究所という 4 つの

実施機関の協力・連携が重要と主張し、プロジェクトをコーディネートする人材の配置を求めた。こ

の提案を受け、日本側は実施機関の主体性を重視して、各実施機関に管理責任を持たせるために、コ

ーディネーターを 1 人配置して実施機関がそれぞれの成果に責任を負うことで同意した。 

5-3 先方実施体制 
本プロジェクトでは、防災センター、気象局、灌漑局、国家建築研究所を実施機関にして、第 5

章で明記する投入（案）を実施することが、スリランカ側との協議で同意された。プロジェクト・ダ

イレクターには災害管理人権省の次官（Secretary）である Professor Rajiva Wijesinha、プロジェクト・

コーディネーターには防災センター所長（Director General）の Major General Gamini Hettiarachchi が選

出された。 

プロジェクト実施にあたり、合同運営委員会（Joint Coordinating Committee: JCC）を含むプロジェ

クト監理体制を設置することが合意された。 
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（1）合同調整委員会 

合同調整委員会は、最低年 1 回開催することにし、以下の責任を果たすことが確約された。

委員長（Chairman）には、プロジェクト・ダイレクターが就任する予定である。 

① 年次活動計画・予算案などの確認・承認・監理 

② 本プロジェクトの全体的な進捗状況の評価 

③ その他、本プロジェクトの効率的実施のための問題などへの対応・対処 
 

合同調整委員会は、以下のとおりスリランカ側と日本側のメンバーで構成することが同意さ

れた。 

表 5-3 スリランカ側のメンバー 
  職名、所属機関 

1 メンバー Secretary, Ministry of Irrigation and Water Management 

2 メンバー Director General , Disaster Management Centre 

3 メンバー Representative Directors, Disaster Management Centre 

4 メンバー Director General, Department of Meteorology 

5 メンバー Director General, Department of National Building Research 

Organization 

6 メンバー Director General, Department of Irrigation 

7 メンバー Director, Department of External Resources, Ministry of Finance and 

Planning 

 

表 5-4 日本側のメンバー 
  職名、所属機関 

1 メンバー Representative(s), JICA Sri Lanka Office 

2 メンバー Project Leader 

3 メンバー Other Japanese experts 

4 メンバー Mission Member(s), dispatched by JICA 

5 オブザーバー Official(s) of the Embassy of Japan 
6 オブザーバー Other official(s), appointed by the Project Leader 

 

（2）プロジェクト監理・実施体制 

本プロジェクトの監理・実施体制は以下の通りである。 
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表 5-5 監理・実施体制 
  職名、所属機関 

1 プロジェクト・ダ

イレクター 

Secretary, Ministry of Disaster Management and Human Rights 

2 プロジェクト・コ

ーディネーター 

Director Genera, Disaster Management Centre 

3 カウンターパート Director/Assistant Director, Technology and Mitigation, Disaster 

Management Centre 

4 カウンターパート Director/Assistant Director, Preparedness Planning, Disaster 

Management Centre 

5 カウンターパート Director/Assistant Director, Training and Public Awareness, 

Disaster Management Centre 

6 カウンターパート Director,/Deputy Director, National Meteorological Centre, 

Department of Meteorology 

7 カウンターパート Director/Deputy Director, Specialized Services and Training, 

Department of Irrigation  

8 カウンターパート Director/Deputy Director, Landslides Studies & Services, 

National Building Research Organization 

 

5-4 実施工程 
本プロジェクトの実施期間は 3 年間で、2009 年 11 月頃に開始する予定である。今回の事前調査で

協議されなかった内容については、今後両国間でさらに検討が必要であり、討議議事録（R/D）が署

名される前により詳細なプロジェクト計画が策定される。よって、最終的なプロジェクトの実施時期

は、今後の協議結果や R/D の署名時期に影響される。本プロジェクトの実施工程（案）は付属資料 3 

協議議事録の Annex B に示す。 

スリランカ側からは、日本人専門家の派遣時期について 4 月と 12 月は避けてほしいと提案があっ

た。理由としては、4 月にスリランカの祝日が集中し、12 月は年度末で実施機関が会計業務を最優先

するということだった。日本側はこの提案に合意し、4 月と 12 月には派遣しない体制で調整を取る

ことにした。 
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5-5 調査用資機材等 
（1）コミュニティ活動としての雨量観測、水位観測、小規模対策工 

 
表 5-6 コミュニティ用資機材リスト 

資機材名 単位 価格 見積 No. 備考 

警報器付簡易雨量計 

（株式会社拓和） 

1 個 110,000 円 1. 生産終了 

簡易雨量計 

（現地生産） 

1 個 2,000 LKR

(1000 個作成時)

2. 8 月に ADRC の資金で

500 個調達予定 

水位標（現地生産） 5m 100,000 LKR - 開発調査の実績 

 

   

     警報器付簡易雨量計             簡易雨量計 
 

 

水位標 
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表 5-7 コミュニティ用土木工事 
工事名 単位 価格 見積 No. 備考 

排水路整備 100m 100,000 LKR - 開発調査の実績 

橋梁＋避難路整備 橋梁： 

2m×2m 

避難路： 

50m(1m 幅) 

100,000 LKR - 開発調査の実績 

  

 排水路整備             橋梁＋避難路整備 
 

（2）地すべりのモニタリング用資機材 

表 5-8 地すべりモニタリング用資機材リスト 
資機材名 単位 価格 見積 No. 備考 

転倒枡式雨量計 

（データロガー他含）

1 セット 301,400 円 3  

地表伸縮計（30m、デー

タロガー他含） 

1 セット 347,000 円 3  

パイプ歪計 

（データロガー他含）

1 セット 524,650 円 3  

水圧式水位計 

（データロガー他含）

1 セット 380,800 円 3  

観測ネットワーク、 

警報機器等 

1 セット 507,500 円 3  

 

（3）小規模地すべり対策工の単価 

次ページモデル地区における工事の見積りから単価を割り出すと以下の表の通りとなる。 

表 5-9 土木工事単価 
工事名 単位 価格 見積 No. 備考 

ボーリング 1m 49,800 LKR 4 地質調査含む 

排水路工事（大） 1m 7,700 LKR 5  

排水路工事（小） 1m 7,300 LKR 5  

蛇籠工事 1m3 11,200 LKR 5  
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（4）地すべりモデル地区におけるモニタリングおよび小規模対策工の価格 

本調査中に現場視察を行ったヌワラエリアをモデル地区として、地すべりモニタリング、排

水路工、蛇籠工の積算を行った。積算は以下に示す条件としたが、数量や設置箇所は概略のも

のである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5-10 モニタリング資機材他 
図中 No. モニタリング他 資機材名 価格 備考 

1, 2, 3 地下水位観測 水圧式水位計 1,142,000 円 3 基 

4 地下の動き パイプ歪計 525,000 円  

5, 6, 7, 8 地表面の動き 地表伸縮計 1,388,000 円 4 基 

14 雨量観測 転倒枡式雨量計 301,000 円  

14 警報器 警報機器 508,000 円  

小計 3,864,000 円 

※このほか、輸送費、関税等が必要 
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表 5-11 土木工事 
図中 No. 工事 資機材名 価格 備考 

1, 2, 3, 4 ボーリング 15m×4 箇所 2,988,000 LKR 地質調査含む 

9, 10, 11 排水路（大） 合計 1,860m 14,207,000 LKR  

12 排水路（小） 合計 520m 3,755,000 LKR  

13 蛇籠 50m 8,907,000 LKR  

小計 29,857,000 LKR 

24,751,000 円(0.829 円/LKR) 

合計 28,615,000 円 
 

（5）事務所用資機材 

表 5-12 事務所用資機材 
資機材名 価格 見積 No. 備考 

コピー、スキャン、FAX 複合機 219,000 LKR 6 A3 対応 

カラープリンター 490,000 LKR 6 A3 対応 

Arc GIS 9.3 369,600 LKR 7  

 

5-6 現地再委託等 
（1）現地再委託 

現地再委託としては、地すべり観測用の測量、ボーリング、地すべり対策用の土木工事（排

水路や蛇籠設置）等が想定される。スリランカ国においては、地質調査、土木工事を伴う JICA

無償資金協力案件、有償資金協力案件ともに数多く実施されており、これらの業務を実施する

業者は数多く存在する。以下に業者リストを示す。 

表 5-13 業者リスト（測量） 
業者名 住所 電話 E-Mail 

LAND N RESOURCES 

SURVEY CO.(PVT)LTD. 

11 A/1, School avenue, 

Kalubowila, Dehiwala 

Tel: 2725047 

Fax: 2717313 

lrsguna@sltnet.lk 

LANKA LAND SURVEYING & 

DEVELOPMENT (PVT)LTD. 

230, Kanatta Road, 

Battaramulla 

Tel/Fax:4407909  

GAMINI B DODANWELA 

ASSOCIATES (PVT)LTD. 

213/C-2/2, Anagarika 

Dharmapala Mawatha, 

Dehiwala 

Tel:2716996 

Fax:4208148 

bhoomi@isplanka.lk 
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表 5-14 業者リスト（地質） 
業者名 住所 電話 E-Mail 

LABORATORY EQUIPMENT 

SUPPLIERS & SERVICES 

73/7, Mendis Place, 

Gangodawilla, 

Nugegoda 

Tel/Fax:856796 Les.services@lanka.ccom.lk

Material Engineering 

Laboratories 

4, Dehiwala Road, 

Pepiliyana 

Tel:0777721371 matenglab@yahoo.com 

ENGINEERING & 

LABORATORY SERVICES 

(Pvt)LTD. 

62/3, Neelammahara 

Road, Katuwawala, 

Boralesgamuwa 

Tel:2517037 

Fax:2509806 

els@elslanka.com 

 

表 5-15 業者リスト（土木工事） 
業者名 住所 電話 E-Mail 

Infra-Tech (Pvt) Ltd. 19, Chandralekha Mw, 

Cotta Road, Colombo 

Tel:2676767 

Fax:4612631 

infratech@wow.lk 

B&W Engineering Solutions 224, Gonawala Road, 

Kelaniya 

Tel:0602186502 

Fax:2861377 

ddsalwis@hotmail.com

 

（2）傭人 

表 5-16 傭人費 
傭人名 月給 見積 No. 備考 

GIS オペレーター 165,000LKR 8  

システムエンジニア 195,000LKR 8  

 

（3）車両 

表 5-17 車両レンタル費 
車両タイプ 月額 

(2400km まで) 

超過料金 

(1km あたり) 

見積 No. 備考 

セダン 124,000LKR 45LKR 9  

バン（4WD） 135,000LKR 50LKR 9  
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第6章 プロジェクトの総合的実施妥当性 

この評価は、「改訂版 JICA 事業評価ガイドライン」の評価 5 項目に基づき、妥当性、有効性、効

率性、インパクト、自立発展性の観点から調査結果を分析した。なお、本調査はプロジェクト事前評

価のため、特に妥当性に重点を置いた評価を行った。 

評価データの収集手法は、①既存文献・資料のレビュー、②現地での聞き取り調査、③PCM ワー

クショップの 3 つである。各項目の評価結果を以下に記す。 

6-1 妥当性 
本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が高いと判断される。 

・ 日本の「ス」国に対する援助政策の重要課題は、①「平和の定着」を目的とした「人道・復旧」

と「国作り」支援、②「中長期開発ビジョン支援」を通じた経済基盤の整備に向けた制度改革と

援助、③外貨獲得能力の向上、④貧困対策に対する支援、に重点を置く一方で、2004 年以降は同

国で防災分野への支援にも力を入れている。 

・ JICA は有償資金協力、無償資金協力、技術協力の枠組みを活用し、これらの課題の克服に取り組

んでいる。JICA の対「ス」国の開発課題は、①平和定着と人道復旧支援、②経済基盤整備、③外

貨獲得能力支援、④貧困対策支援、⑤防災である。防災分野への支援については、2004 年 12 月

のインド洋津波被害の復興支援は終了したが、防災面での支援は継続している。 

・ 「ス」国は、2005 年に防災法の制定と防災センターの設立、2006 年には、災害管理人権省を創設

した。また、同国政府は国連開発計画の支援を受け、国家防災計画（2009 年－2013 年）の策定に

取り組んできた。この計画は、各政府機関による事業計画立案と実施の際に考慮され、政府機関、

民間機関、NGO、CBO やコミュニティなどすべてのステイクホルダーが活用できることを目標と

している。 

・ 我が国は、頻発する洪水や土砂災害への対策に早くから取り組み、これら災害による危険を軽減

するために研究や必要な観測を重ねるとともに、防災に関する組織体制を整備してきた。スリラ

ンカの災害対応における課題は、日本がこれまでに経験してきた課題と類似しており、日本が保

有する防災の豊富な技術や知見は、「ス」国に効果的に適用可能である。 

6-2 有効性 
本プロジェクトは、以下の事由により有効性が見込まれる。 

・ 実施機関を対象に PCM ワークショップを開催した。ワークショップには約 20 人の関係者が参加

し、PCM 手法を用いて問題分析や目的分析を行った。問題分析の結果と開発調査で提言された実

施機関の課題の類似が確認され、これまでの支援を有効的かつ継続的に実施可能であることが確

認された。 

・ 本プロジェクトの成果は、3 つの実施機関（DMC、DOM、NBRO）の災害予測、対応能力が向上

することが期待されるとともに、上記 3 つの実施機関に灌漑局を加えた機関が円滑に連携して、

適切に防災情報を共有、発信できるようになることが期待される。 

・ パイロット地域の地域行政機関のコミュニティ防災活動を技術的に支援することによって地域行

政機関のコミュニティ防災活動を推進し、災害リスクの軽減に寄与できる。 
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6-3 効率性 
本プロジェクトは、以下の理由から効率的な実施が予測される。 

・ スリランカ側は、①日本の開発調査で蓄積した知見・技術・機材の有効活用、②無償資金協力で

供与された資機材の活用、③カウンターパートの配置、④日本人専門家の執務スペースや家具の

提供、について同意した。 

・ 日本人専門家による技術移転の対象は、防災政策、防災行政、コミュニティ防災、気象予測、土

砂災害対策、都市開発、法規制となる。これらの分野は、合意した活動の実施を担当する機関や

部署に対応しているため、担当機関や担当部署を確実に、効率的に支援することが可能である。 

・ 開発調査のパイロットプロジェクトで導入されたモニタリング機材や情報伝達機材は、調査を通

じてその有効性が確認されており、本プロジェクトではその適切な活用や維持管理が活動の 1 つ

となっている。また、コミュニティ活動を通じて作成されたコミュニティ教育用の資機材は、本

プロジェクトにおけるパイロット地域での活用が期待されているほか、無償資金協力で導入され

た AWS も、本プロジェクトでの適切な活用、維持管理が求められている。このように、本プロジ

ェクトでは、これまでに日本側の支援で導入された資機材を活用した活動が多く計画されており、

機材調達に関する投入コストが削減される。 

・ 開発調査におけるカウンターパート研修の主な目的は、①防災関係機関を訪問し、日本の防災シ

ステムを理解する、②自然災害の軽減に係る構造物的対策の有効性を理解する、③日本の防災訓

練の現場を視察することであった。研修により、構造物対策と非構造物対策のバランスの重要性

を理解できたこと、防災訓練の一つである「危機管理演習」の視察により、訓練がどのようなも

のかを理解でき、自らが情報伝達訓練を実施する上でイメージを持つことができたこと等、カウ

ンターパートの防災に関する知見が広がったことを確認できた。よって、本プロジェクトにおけ

るカウンターパート研修もカウンターパートの能力向上に寄与すると見込まれる。 

・ 開発調査で抽出された教訓や提言を活用した支援が想定されることから、これまでの支援の成果

を継続的に活用しながらの支援が可能である。 

6-4 インパクト 
本プロジェクトは、以下のインパクトが見込まれる。 

・ 「ス」国の国作り戦略や日本の同国支援の方向性と整合性がある。上位目標である同国の防災体

制が拡大、維持された場合には、災害リスクの削減に寄与することになる。また、土砂災害に対

する小規模対策工の導入や、洪水対策が有償資金協力の枠組みで日本が支援する計画となってい

る等、これまでのソフト対策中心の防災体制からハード対策も含めた防災体制に広がることが想

定されることから、上位目標が達成される可能性は高い。 

・ 灌漑局を含む実施機関が早期警報を確実かつ適切に発令できる体制の構築に支援することを成果

の 1 つとする。並行して計画されている有償資金協力事業が実施される場合、本プロジェクトの

活動から得られる経験や知見を有償資金協力に応用することが期待され、本プロジェクトと有償

資金協力間での技術移転による人材育成面での相乗効果が見込まれる。 

・ UNDP は、2004 年以降「ス」国の防災分野に対する支援を強化してきた。国家防災計画の策定に

おいても同国を支援している。よって、本プロジェクトでも外部リソースとして UNDP との連携

を促進し、情報・意見の交換やデータの共有を行うことで防災分野への支援に正のインパクトが
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確認される。 

6-5 自立発展性 
本プロジェクトの自立発展性は、以下のように予測される。 

・ 「ス」国の防災体制の拡大・維持を担保するために、日本側は有償資金協力で同国の洪水対策分

野への支援を計画している。本プロジェクト終了後も洪水分野や関連の早期警報の構築等には、

有償資金協力を活用することが可能であり、本プロジェクトとの相乗効果が期待される。スリラ

ンカ側はこれらのプロジェクトを通じて必要な法整備や実施機関の能力向上を図り、同国の防災

体制が着実に強化されることが予測される。 

・ 財政面に関しては、防災センターは津波以降、予算や支援が付きやすい状況が続いており、自立

発展性は高いと考えられる。一方で、防災センターは、日本の「防災白書」のような政治的・経

済的サポートを担保するために戦略的に活用が可能な報告書を作成していない。よって、本プロ

ジェクトを通じて防災センターが作成するアニュアルレポート（決算報告書）が改定されるとと

もに、そのレポートが防災分野に関係する機関の適切な予算担保に活用された場合、各実施機関

の財政面での自立発展性が期待できる。 

・ 人材・組織面においては、防災センターの職員数は確実に増加しているほか、関係機関の職員数

は維持されており、自立発展性は高いと考えられる。一方で、本プロジェクトで習得される防災

に関する技術や知見が持続的に共有・蓄積されるためには、各実施機関で技術移転を受けた職員

の異動が回避されなければならない。回避できない場合は、プロジェクトのインパクトを図るこ

とが困難になり、人材・組織面での自立発展性は低くなると見込まれる。また、防災センターに

おいては、現在の職員雇用形態（2 年間の短期契約）を改善するとともに、長期的に職員の人材

育成や組織強化を実施することが望まれる。 

・ 技術官庁はそれぞれの分野において基礎的な知識や経験を有する。よって、警報の内容やコミュ

ニティでの雨量観測や水位観測等、開発調査や日本での研修を通じて蓄積した知見や習得した技

術を継続的に活用しており、これに加えて、本プロジェクトで投入予定の日本人専門家から新た

な技術協力を得ることでスリランカ側の技術面での更なる自立発展性が見込まれる。 

・ 資機材という観点では、情報伝達用の通信機器をはじめ、雨量計やコミュニティ活動用の資機材

等が年々増加している。また、自発的にドップラーレーダーの調達を計画するなど、自立発展性

は高いといえる。 

6-6 過去の類似案件からの提言 
本プロジェクトに先行して実施された開発調査「防災機能強化計画調査」（2006 年－2009 年）で抽

出された成果に対する評価と提言は、以下の表に示す。 
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表 6-1 開発調査での評価と提言 
実施機関 開発調査の成果に対する評価 提言 

防災センター 早期警報計画とコミュニティ防災

活動については、会議・活動を主導

し防災に関して関係機関を調整す

る機関であることが認知されたが、

関係機関の情報伝達の適切性につ

いては、依然として改善が求められ

る。 

・ 情報伝達訓練の強化 

・ 早期警報に関する他機関と

の更なる議論 

・ 正確な早期警報発令のため

の基礎情報の整備 

灌漑局 多くの水文課職員はパイロットプ

ロジェクトで導入した水文情報シ

ステムを理解しているが、水文シュ

ミレーションソフトを利用できる

職員は限られている。洪水警報の発

令基準と発令時期については、十分

な改善が見られなかった。 

・ 早期警報システムのパイロ

ット地域外への拡張 

・ 洪水情報の継続的なモニタ

リングと分析 

・ 洪水警報基準に関する他機

関とのさらなる議論 

・ 早期警報に関する適切な知

識習得のための職員訓練 

・ 水文情報システム、水文シ

ミュレーションに関する研

修の実施 

気象局 リアルタイムベースの気象観測シ

ステムが完成する一方で、過去の災

害事象に基づいた災害に関する気

象予測能力強化は十分でない。 

・ リアルタイム観測能力とそ

れに準じた予測能力の習得 

・ 過去の災害事象と気象の関

係の整理と分析 

国家建築研究所 地すべりに関する警報基準は設定

されず、早期警報システムを完成す

ることはできなかったが、コミュニ

ティレベルでの観測・警報活動など

で一定の進歩があった。警報は比較

的遅滞なく発令され、発令回数も増

加した。 

・ 地すべり警報発令の能力向

上に向けた観測と分析 

・ ハザード・リスクアセスメ

ントの継続 

・ 早期警報に関する適切な知

識習得のための研修 
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会 議 議 事 録  

 

件 名 UNDP へのヒアリング 

日 時 7 月 17 日 16:00～17:30 

場 所 UNDP オフィス会議室 

 U N D P ： Dr. Ananda Mallawatantri 

 J I C A ： 熊谷、石渡、井本、小林 

 コンサルタント： 元木、谷本、内倉 

1. UNDP の支援内容に関するヒアリング 議 題 

2. 防災支援に関する意見交換 等 

討 議 内 容 等 別紙参照 
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別紙 

UNDP へのヒアリング 

討議内容 

 

説明： 

これまでの JICA による支援内容および、今回のミッションの目的、UNDP 訪問の目的を説明

（JICA 熊谷氏、小林氏） 

質疑応答/コメント： 

DMC の抱える問題について 

・ DMC はドナーの支援に対して十分なコントロールができていない。誰が、どこで、どのよ

うな支援を行っているのか、その進捗状況等を把握できていない。例えば、USAID の支援で

ある「Incident Command System」の構築は中途半端な状態で終わっている。 

・ 支援の重複を避けるため、UNDP はドナーの支援を UNDP を通じて行うことを提案し、UN

機関に関してはうまく整理ができた。 

・ JICA 支援のステアリングコミッティに UNDP を加えることを提案したい。 

 

洪水対策事業について 

・ JICA が提案した洪水対策計画に関して、環境省が環境への影響を心配している。 

・ 現在、カル川の水を、水不足のハンバントータに導水する計画が挙がっており、JICA が提案

したカル川の洪水対策との関係をチェックする必要がある。 

・ DMC は、アンパラ等の東部の洪水対策事業に関する調査を、ローカルファンドで実施する

予定である。 

 

UNDP の支援内容について 

・ 地方から住民レベルといったLocalの部分については、UNDPが多くの支援を実施している。 

・ UNDP は 20～30 の雨量計を NBRO に提供する。 

・ リスクプロファイルの作成を進めている。（50 万ドル USD）：ハザードのプロファイルと

人口や資産のプロファイルを重ねたもので、アウトプットは打出した地図を考えている。 

対象は旱魃、洪水、サイクロン、地すべり、海岸浸食等で、地形図の精度が悪いのが大きな

問題である。また、洪水のリスクプロファイルの作成が困難である。 

・ 災害のデータベースに加えて、以下の 2 つのデータベースを作成中である。 

① リソースネットワーク：救急訓練を受けた人間等の人材のデータベース、および、誰が

（どこが）どんな機材を持っているかといった機材のデータベース。毎年更新される。 

② 活動のデータベース：誰が、どこで、何をしているのかのデータベース。 

・ コミュニティ活動に google の地図を配って使用することを考えている。 

・ UNDP は、現在の活動地域として北東部に注目している。 
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・ 防災法の修正、DMC の Authorityへの格上げ、DMC の Strategy の検討等もサポートしている。 

・ ロードマップの修正は現時点で必要ないと考えている。 

・ 緊急対応計画の作成はいろいろな「SOP」があるので、現時点で必要ないと考えている。 

 

DMC の会議運営能力について 

・ DMCは数多くの会議を開催しているが、NDMCCは月に1回開催していてとても活発である。

これをこれから District Level に展開するつもりである。すでにアンパラやハンバントータで

始めている。 

・ NDMCC には国の機関の参加が少ないと言われているが、その通りである。関係省庁の参加

を求めるのであれば、彼らに興味のある議論をすべきである。環境省は、建築基準の話では

積極的に参加していた。 

まだ DMC は新しく、調整機関として認められた訳ではないという現実がある。 

 

他ドナーによる支援について 

・ 地すべりに関しては、オランダの ICT やバンコクの AIT などが、地すべりのモデリング能力

に関する支援を行った。 

・ 世銀が NBRO に対する支援を考えている。 

 

JICA 支援に対するコメント 

・ 小規模の地すべり対策工の検討は効果的と思われる。 

・ 総合的な研修プログラムの検討は考えていなかった。良い支援と思う。 

 

気候変動について 

・ Open University の Fernando 氏がモデルを使って予測している。気象局もやっているはず。 

・ UNDP はコミュニティでできること、農作物の転換等を支援しようと考えている。 

 

 

以上 
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会 議 議 事 録  

 

件 名 DMC、DOM、NBRO との打合せ 

日 時 7 月 20 日 9:30～12:00 

場 所 DMC 会議室 

 D M C ： Major General Gamini Hettiarachchi, Mr.U.W.L.Chandradasa, Ms.Lalani 

Imbulana 

 D O M :  Mr.G.B.Samarasinghe, Mr.E.S.Silva, Mr.S.H.Kaliyawasam, 

Mr.M.D.Dayananda 

 N B R O :  Mr.W.B.J.Fernando, Mr.R.M.S.Bandara 

 J I C A ： 熊谷、石渡、小林 

 コンサルタント： 御園、三谷、内倉 

1. 要請の背景、プロジェクトイメージの説明 議 題 

2. プロジェクトに関する意見交換 等 

討 議 内 容 等 別紙参照 
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別紙 

DMC での打合せ 

討議内容 

 

説明： 

・ これまでの JICA による支援内容および、今回のミッションの目的を説明（JICA 熊谷氏、小林氏） 

・ 要請の内容、および背景を説明（DMC インブラナ氏） 

 

質疑応答/コメント： 

（気象局 サマラシンハ氏） 

・ タイトルに「気候変動に対応した」とあるが、スリランカにおける気候変動の影響把握は気象

局の仕事である。この仕事で中心となるのは DMC ではなく、気象局ではないのか。本プロジ

ェクトの内容についてはこれまでに何度か問合せたが、ちゃんとした回答を得られなかった。 

・ AWS の設置は完了しておりデータは入手できる状況になった。これから必要なのは予測能力

向上のための資金協力である。これ以上の「調査」やレポートは不要である。 

 

（国土交通省 西川氏） 

・ 第二次大戦後、JMA の機能は米国に委ねられていたが、1959 年に JMA を含む防災関係機関が

協力し、皆で防災のための予算を確保してから今日に至る。スリランカにおいても、このよう

な協力関係を構築することが本プロジェクトの鍵と考えている。 

 

（DMC ガミニ氏） 

・ JICA による開発調査では 3 年にわたって関係機関のリンクアップを図った。技術支援や経済

支援は防災人権省に流れているので、関係機関で必要なことを話し合えば技術支援や経済支援

は関係機関に回る。技術官庁の能力向上なくして防災全体の能力向上はないと理解している。 

 

（DOM サマラシンハ氏） 

・ リアルタイムのデータ収集ができても、予測が出来ないと意味がない。情報伝達は今では DMC

がきちんとやっているので、気象局は予測能力を向上させなければならない。 

 

（DMC チャンドラダサ氏） 

・ 気候変動に対する適応策としては、洪水と旱魃の 2 つの災害に対して検討する必要があると考

えている。 

 

（DMC インブラナ氏） 

・ 昨年の洪水では、地方政府や地域住民でないと対応できない到達時間が短い洪水による被害が
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多くあった。中央からの情報伝達では対応できないので、コミュニティレベルでの対応が必要

である。 

 

（DOM サマラシンハ氏） 

・ プロビンスレベルの職員を強化したいと考えている。プロビンスレベルには職員を派遣してい

るが、現在の体制では十分でない。彼らには防災に関する研修が必要である。 

・ （プロジェクトの内容、要請の背景、DMC の体制、データの共有等に関する批判、コメント） 

・ 個々の内容については、機関ごとに議論してはどうか？ 

 

（DMC ガミニ氏） 

・ それぞれの機関が考える懸案事項を挙げて問題点を整理してからプロジェクト形成してはど

うか？ 

 

（NBRO フェルナンド氏） 

・ NBRO としてはこの技術協力プロジェクトに賛成である。中身について議論を進めたい。 

 

（国土交通省 西川氏） 

・ 各機関の問題は孤立した問題ではなく、関連機関で共有すべき問題である。予算を確保するた

めに関係機関が協力した日本の事例も参考にして欲しい。 

 

（21 日以降、機関ごとに打合せすることに合意して閉会） 

 

*************** 

（DMC チャンドラダサ氏） 

・ 防災を推進していく上で「情報の共有」が大切であると考えている。人命・資産を守るために

は情報の速やかな集約が必要であると考えている。 

 

（JICA 石渡氏） 

・ データを DMC が集めるのではなく、データを共有するネットワークを構築すべきである。誰

もがアクセスできる環境にすべきである。 

 

 

以上 
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会 議 議 事 録  

 

件 名 DMC との打合せ 

日 時 7 月 21 日 9:30～12:00 

場 所 DMC 会議室 

 D M C ： Mr.U.W.L.Chandradasa, Ms.Lalani Imbulana, Brig.N.B.Weragama, 

Mr.S.M.K.B.Nandarathna, Mr.Srimal Samansiri, Ms.Anoja Senevirathne 

 J I C A ： 熊谷、石渡、小林、西川、今村、橋本 

 コンサルタント： 御園、三谷、内倉 

1. PDM 案、プロジェクトマスタープラン案の説明 議 題 

2. プロジェクトに関する意見交換 等 

討 議 内 容 等 別紙参照 
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別紙 

DMC での打合せ 

討議内容 

説明： 

・ プロジェクトマスタープランに関する説明（JICA 小林氏） 
 

質疑応答/コメント： 

Activity1.2 防災白書について 

（DMC ナンダラトナ氏） 

・ Activity1.2 に関して、DMC はアニュアルレポートを毎年作成している。 

・ 全ての省がアニュアルレポートを作成して財務省に予算要求する。DMC では Division ごとに

まとめており、防災人権省では DMC、DOM、NBRO のアニュアルレポートをとりまとめて財

務省に提出する。 
 

（国土交通省 西川氏） 

・ 日本の白書はただのアニュアルレポート（決算報告書）ではない。政治的なサポート、経済的

なサポートを維持、継続させるためのレポートである。また、関係機関と協力して防災に関す

る情報を集約することにも意味がある。 
 

（DMC インブラナ氏） 

・ これまで災害の原因や対応についてとりまとめた資料がない。アニュアルレポートの中で 1

年間の災害を総括するのは意味があるのではないか？ 
 

PDM 全般について 

（DMC ナンダラトナ氏） 

・ プロジェクトマスタープランの目標や活動のアウトプットには、明確な指標が必要なのではないか？ 
 

（JICA 小林氏） 

・ 指摘の通り、PDM では指標を設定する。ここでは PDM の一部であるプロジェクトマスター

プランのドラフトに関して皆の意見を聞きたい。 
 

Activity1.4 研修プログラムについて 

（DMC インブラナ氏） 

・ 防災は主に Administration のライン機関が担当しているので、Local Authority という表現は適

切ではない。 
 

（JICA 石渡氏） 

・ 以前、DG から Province への担当者の派遣等、Province の活用を考えていると聞いた。 

・ これらの研修プログラムの検討について、UNDP の支援との重複はないか？ 
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（DMC インブラナ氏） 

・ Province, District, Division（GN を含む）という表現ではどうか。 

 

（DMC ナンダラトナ氏） 

・ Development of Program に、マニュアルやガイドラインの作成という言葉を追加して欲しい。 

・ UNDP の支援との重複はない。 

 

Activity1.1 コミッティの活用について 

（JICA 石渡氏） 

・ 既存のコミッティを整理したい。 

 

（DMC インブラナ氏） 

・ 最高の議決機関は NCDM（National Council for Disaster Management: チェアは大統領）である。

その下に、NDMCC（National Disaster Management Coordination Committee: 省の次官がチェア、

現在は 1 ヶ月に 1 回だが、これを 3 ヶ月に 1 回に変更する予定）、NERC（National Emergency 

Response Committee: チェアは DG、2 ヶ月 1 回程度）が存在する。また、災害ごとに Technical 

Advisory Committee が必要に応じて召集される。 

・ District Level でもコミッティが存在する。District Development Committee や District Agricultural 

Committee に加えて、これら既存のコミッティに役割を加える形で DDMCC（District Disaster 

Management Coordination Committee）を立ち上げた District もある。ラトナプラでは 4 月に立ち

上がり 80 名ものメンバーが集まった。一方、ヌワラエリアでは 30 名しか集まらなかった。こ

れらの良し悪しを調査したい。パイロット District を選んで、活性化させたい。 

 

（DMC ナンダラトナ氏） 

・ コミッティの活性化ではなく、防災政策の見直しといった表現ではどうか？ 

 

Activity3.1 ハザードマップについて 

（DMC スリマル氏） 

・ 既にいろいろな災害に対するハザードマップを関係機関や大学等が作成してきているが、洪水

のハザードマップがまだできていない。ハザードマップは技術官庁が、リスクマップや脆弱性

の評価は DMC が行うことになっており、これを支援してもらえないか。 

 

Activity1.3 災害影響評価について 

（DMC チャンドラダサ氏） 

・ CEA との議論を始めた。新たに DIA プロセスを導入するのではなく、EIA プロセスの中に DIA

の項目を入れる方向で検討している。このため、DMC は EIA のスコーピング委員会のメンバ

ーになることが決まった。誰がメンバーになるとしても、何を意識すれば良いかを示した DIA

のガイドライン（TOR）を作成したい。 
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・ 課題は事業規模の大小によって EIA プロセスが行われない事業があることである。環境影響

評価が IEE レベルであっても、DIA プロセスは経るべきと考えている。 

 

（JICA） 

・ 土地利用規制にも関係してくるか？ 

 

（DMC チャンドラダサ氏） 

・ 土地利用開発の際には、地すべりに関するハザードマップや建築ガイドラインは活用されるよ

うになってきたものの、まだ実際はほとんど考慮されていない。例えば垂直に斜面を削るよう

な開発が法的に規制されていないと、開発後に災害が発生した場合に DMC が被害軽減対策を

求められる。これを避けたい。 

・ 土地開発の許可は地方自治体の権限であるため、事前に DIA を行うことは、DMC と、ある地方自

治体（Divisional Secretariat）では一般合意されている。これを法令化することが重要である。 

・ 地方自治体がハザードマップを利用できるようにすべきである。 

 

Activity4.1 パイロット地域の活動について 

（DMC チャンドラダサ氏） 

・ ヌワラエリアはパイロット地域としてはやや困難である。構造物対策を施さないとコミュニテ

ィ活動を実施できるところが少ない。クライテリアをきちんと決めて、コミュニティを抽出す

べきである。 

・ 候補となるパイロット District は、ヌワラエリア、バドゥラ、ラトナプラ（以上、土砂災害）、

ケゴール、コロンボ、ガンパハ、カルタラ、東部州等である。 

 

その他 

（DMC チャンドラダサ氏） 

・ Damage Assessment を支援して欲しい。目的は災害後の補償、およびリハビリテーションのた

めである。 

 

（JICA） 

・警察とか、消防とか、農家の人に教育すると良い。Activity1.4 に含められないか。 

 

（DMC アノジャ氏） 

・ 情報の共有を図るためには、既存の組織構造を利用すべきである。 

・ ハザードマップはテクニカルなものと、コミュニティレベルのものとの 2 種類がある。コミュ

ニティレベルのものはいろいろな方法で作成されており、統一を図るため、コミュニティハザ

ードマップ作成マニュアルを作成して欲しい。 

以上 
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会 議 議 事 録  

 

件 名 DOM との打合せ 

日 時 7 月 21 日 14:00～15:00 

場 所 DOM DG の部屋 

 D O M ： Mr.G.B.Samarasinghe, Mr.E.S.Silva, Mr.S.H.Kariyawasam, 

Mr.K.H.M.S.Premalal, Mr.D.J.A.Weerawardana, Mr.M.D.Dayananda 

 J I C A ： 熊谷、石渡、小林、西川、橋本 

 コンサルタント： 御園、三谷、内倉 

1. PDM 案、プロジェクトマスタープラン案の説明 議 題 

2. プロジェクトに関する意見交換 等 

討 議 内 容 等 別紙参照 
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別紙 

DMC での打合せ 

討議内容 

説明： 

・ プロジェクトマスタープランに関する説明（JICA 熊谷氏、小林氏） 

 

質疑応答/コメント： 

（DOM サマラシンハ氏） 

・ AWS のメンテナンスが重要である。スペアパーツがなく、また、維持管理のためのツールも

無い。これらの供与は可能か？ 

 

（JICA） 

・ 無償で供与されなかったものは、理由があって供与されなかったはずである。無償で供与から

外れたものを技プロで入れる訳にはいかない。AWS に関して技プロでできるのは、AWS の維

持管理、データの活用、定期点検等に関するコンサルタンシーのみである。 

 

（DOM サマラシンハ氏） 

・ 気象予測に関して、現在は 1～2 日（36 時間）予測しかできていない。モルディブやインドが

使っている数値予報（NWP）モデルが欲しい。現在は、過去のデータを見ながら、経験頼り

の主観的な予報しかできていない。今後は NWP を用いた客観的な予報をしたい。これを支援

して欲しい。 

・ 2010 年中にドップラーレーダが 1 基設置される予定である。レーダ活用に関する支援はお願

いできるか？ 

 

（JICA） 

・ 支援内容は、AWS の維持管理、3～4 日の予報、警報基準の見直し等が支援の範囲ということ

で良いか？ 

・ また、JMAから衛星デジタルデータ、全球NWP データを入手し、AWSデータと併せて SATAID

で表示させて予報に役立てるという理解で良いか？ 

 

（DOM サマラシンハ氏） 

・ 全球 NWP を地域レベルの NWP にダウンスケールする必要がある。これを支援して欲しい。

データ受信専用のインターネット回線の増強は DOM で負担できる。 

 

 

以上 
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会 議 議 事 録  

 

件 名 NBRO との打合せ 

日 時 7 月 21 日 15:30～16:00 

場 所 NBRO 会議室 

 N B R O ： Mr.W.B.J.Fernando, Mr.R.M.S.Bandara, Mr.C.Perera, Ms.Kumari 

M.Weerasinghe, Dr.Asiri Karunawardena, Mr.Dinesh Hemachandra 

 J I C A ： 熊谷、石渡、小林、西川 

 コンサルタント： 御園、三谷、内倉 

1. PDM 案、プロジェクトマスタープラン案の説明 議 題 

2. プロジェクトに関する意見交換 等 

討 議 内 容 等 別紙参照 
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別紙 

DMC での打合せ 

討議内容 

説明： 

・ プロジェクトマスタープランに関する説明（JICA 熊谷氏、小林氏） 

・ これまでの NBRO の活動状況や、要請に関するプレゼン（NBRO バンダラ氏） 

 

質疑応答/コメント： 

（NBRO バンダラ氏） 

・ ハザードマップで危険性が高いと示された箇所での地すべりのモニタリングをしたい。ゾネー

ションマッピングがほぼ終わったので、次のステップに進みたい。 

 

（JICA 石渡氏） 

・ 小規模対策工に関して、NBRO は工事実施をローカル業者と契約できるのか？→できる。 

・ 支援内容は、地すべりのモニタリング、早期警報、小規模対策工という理解で良いか？→そう

である。 

・ 日本国内では先端技術をよく用いているが、低価格小規模対策工という意味では、日本が支援

しているインドネシアやネパールの事例が役に立つ。ギャビオンによる保護や排水路の整備等

である。 

 

（NBRO クマーリ氏） 

・ 気象予測は誰がやるのか？→DOM を支援したいと考えている。 

 

 

以上 
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